
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年度 

オホーツク管内地方公営企業会計決算の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道オホーツク総合振興局 

地域創生部地域政策課市町村係 

 

 

 



1 

 

１ 事業数 

 

 地方公営企業を経営している団体数は１９であり、事業数は８４事業（法適用２２事業、法非

適用６２事業）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方公営企業の企業数 
  

事    業 平成２８年度 平成２７年度 増 減 

上 水 道 9 9 0 

簡 易 水 道 13 13 0 

病 院 7 7 0 

下 
 

水 
 

道 

公共 9 9 0 

特環 14 14 0 

農集 5 5 0 

漁集 3 3 0 

個別 8 8 0 

 計 39 39 0 

港 湾 2 2 0 

市 場 1 1 0 

観 光 0 1 △ 1 

宅 
 

造 

臨 海 2 2 0 

その他 1 1 0 

計 3 3 0 

介 護 サ ー ビ ス 10 10 0 

合    計 84 85 △ 1 
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２ 職員数 

 

地方公営企業に従事する職員数は 574人であり、前年度に比べ 19人、3.2%減少している。 

前年度に比べ職員数が減少した主な事業は、介護サービス事業（14人、25.9％）である。 

また、事業別の職員数は、病院事業が 328人と最も多く全体の 57.1%を占め、次いで水道事業（131 

人、22.8%）、下水道事業（74人、13.5%）となっている。 

地方公営企業の職員数の状況 
  

（単位：人、％） 

事    業 平成２８年度 平成２７年度 増 減 増減率 

水 道 131 131 0 0.0 

病 院 328 326 2  0.6 

下 水 道 74 80 △ 6 △ 7.5 

介 護 サ ー ビス 40 54 △ 14 △ 25.9 

そ の 他 の 事業 1 2 △ 1 △ 50.0 

合    計  574 593 △ 19 △ 3.2 

  （注）水道は、上水道事業と簡易水道事業を合計したものである。  
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３ 決算規模 

 

 決算規模は 408億 8百万円で、前年度に比べ 15億 53百万円減少している。 

 前年度に比べ決算規模が減少した主な事業は、病院事業（△9億 1百万円、△8.9 %）、下水道事

業（△4億 36百万円、△2.6%）であり、増加した事業は、水道事業(3億 80百万円、3.3%）である。 

 決算規模の大きな事業は、下水道事業が 165億 16百万円（40.5%）、水道事業が 119億 54百万円

（29.3%）、病院事業が 91億 88百万円（22.5%）の順となっている。 

地方公営企業の決算規模の状況 （単位：百万円、％） 

事    業  平成２８年度 平成２７年度 増 減 増減率 

水 道  11,954 11,574 380 3.3 

病 院  9,188 10,089 △ 901 △ 8.9 

下 水 道  16,516 16,952 △ 436 △ 2.6 

介護サービス  857 862 △ 5 △ 0.6 

その他の事業  2,293 2,884 △ 591 △ 20.5 

合    計  40,808 42,361 △ 1553 △ 3.7 

（注）水道は、上水道事業と簡易水道事業を合計したものである。 
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４ 経営状況 

 

（１）経常収支 

 経常収支が黒字の事業は 72事業で、前年度に比べ 4事業増加し、赤字の事業は 12事業で前年

度に比べ 5事業減少している。 

 経常収支は 33億 67百万円の黒字で、前年度に比べ 3億 44百万円、10.2%増加している。 

 主な事業別の経常収支は、水道事業が 7億 39百万円の黒字、下水道事業が 25億 33百万円の

黒字、病院事業が 71百万円の赤字となっている。 

 

（２）累積欠損金 

 累積欠損金を有する事業は、10 事業で、前年度に比べて 1 事業減少となっている。累積欠損

金の額は 89億 10百万円で、前年度に比べ 5億 12百万円、5.4%減少している。このうち、病院

事業は前年に比べ 2億 30百万円、4.3%減少している。 

 

（３）不良債務・実質赤字 

不良債務・実質赤字を有する事業は 6事業で、前年度と同数となっている。不良債務・実質赤

字の額は、27億 26百万円で、前年度に比べ 12億 12百万円、30.8%減少している。 
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（４）資金不足 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき算定することとなった公営企業会計の「資

金不足比率」（一般会計等における実質赤字に相当）が発生している事業は１会計で、前年度と

同数となっており、資金不足額は、79百万円で、前年度に比べ 8百万円、10.1%減少している。 

 

  （注） 地方公共団体の財政の健全化に関する法律が平成19年度に施行されたことにより、市町村 

等においては、毎年度の公営企業会計の決算にあたり、資金の不足額を算定し、これを事業 

の規模で除した資金不足比率を公表することとなった。 

      資金不足比率が基準の20%以上である場合は、経営健全化計画を策定し、資金不足の解消に 

向けた経営の健全化に取り組むこととされている。 

 

資金の不足額が発生している会計数の推移 

 

  平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

会計数 1 1 1 1 1 
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５ 建設投資額 

 

 建設投資額は 98億 44百万円で、前年度に比べ 6億 83百万円、7.5%減少している。 

 建設投資額が減額した事業は、病院事業（2 億 57 百万円、35.9%）で、増加した事業は、下水道事

業（5億 82百万円、15.6%）、水道事業（3億 50百万円、7.5%）、介護サービス事業（8百万円、38.1%）

の順となっている。 

地方公営企業の建設投資額の状況 （単位：百万円、％） 

事    業  平成２８年度 平成２７年度 増 減 増減率 

水 道  5,032 4,682 350 7.5 

病 院  459 716 △ 257 △ 35.9 

下 水 道 4,324 3,742 △ 582 △ 15.6 

介護サービス  29 21 △ 8 △ 38.1 

その他の事業  0 0 0 0 

合    計  9,844 9,161 683 7.5 

（注）水道は、上水道事業と簡易水道事業を合計したものである。 
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６ 繰入金 

 

 他会計からの繰入金は 103億 95百万円で、前年度に比べ 9百万円、0.1%減少している。 

 他会計からの 繰入金が減額となっている主な事業は、病院事業（1億 79百万円、5.5%）、水道

事業（74百万円、6.3%）が減少となっている。 

 繰入金のうち、国が示している繰出基準を超える繰入金（繰出基準外繰入額）は、26億 88百万

円で、前年度に比べ 4億 76百万円、15.0%減少している。 

 

繰入金の状況 
  

（単位：百万円、％） 

事    業 平成２８年度 平成２７年度 増 減 増減率 

水 道  1,095 1,169 △ 74 △ 6.3 

病 院  3,096 3,275 △ 179 △ 5.5 

下 水 道  5,948 5,699 249 4.4 

介護サービス  204 181 23 12.7 

その他の事業  52 80 △ 28 △ 35.0 

合    計  10,395 10,404 △ 9 △ 0.1 

（注）水道は、上水道事業と簡易水道事業を合計したものである。 
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７ 企業債現在高 

 

 企業債の現在高は 1,382億 77百万円で、前年度に比べ 13億 98百万円、1.0%減少している。 

 企業債の発行額が多額となっている事業は、下水道事業（813億 58百万円、58.8％）、水道事業（470

億 73百万円、34.0%）、病院事業（82億 70百万円、6.0%）の順となっている。 

企業債現在高の状況      （単位：百万円、％） 

事    業  平成２８年度 平成２７年度 増 減 増減率 

水 道  47,073 45,896 1,177 2.6 

病 院  8,270 8,549 △ 279 △ 3.3 

下 水 道  81,358 83,528 △ 2,170 △ 2.6 

介護サービス  954 1,052 △ 98 △ 9.3 

その他の事業  622 650 △ 28 △ 4.3 

合    計  138,277 139,675 △ 1,398 △ 1.0 

  （注）水道は、上水道事業と簡易水道事業を合計したものである。 
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８ 主な事業別の経営状況 

 

（１）上水道事業（９事業） 

 

○ 経常収支の黒字事業は、７事業であり、経常利益は前年度に比べ 1百万円、0.19%減少してい

る。 

    赤字事業は、２事業であり、経常損失は前年度に比べ 57百万円減少している。 

  全事業を合計した経常収支は、4億 69百万円の黒字となっている。 

〇 累積欠損金は、前年度に比べ 31百万円、4.08%増加し、7億 90百万円となっている。 

○ 不良債務、実質赤字の事業及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき算定する

こととなった資金不足額が発生している会計はない。 

 

 

≪業務の概要≫ 

 配水能力 159,560 ㎥／日、導送配水管 2,831km を有し、年間 32,651 千㎥の配水を行っており、

配水量は前年度（32,295千㎥）に比べ 356千㎥（1.1%）増加している。 

 また、現在給水人口（用水供給事業除く）は、前年度に比べ約 3千人減少し、234千人となって

おり、事業実施団体の行政区域内人口（250千人）に対する普及率は、93.5％に達している。 
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（２）簡易水道事業（１３事業） 

 

○ 経常収支の黒字事業は、11事業であり前年度より１減となっている。経常利益は前年度に比

べ 44百万円、14.0%減少している。 

    全事業を合計した経常収支は、2億 71百万円の黒字となっている。 

○ 不良債務、実質赤字の事業及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき算定する

こととなった資金不足額が発生している会計はない。 

 

 

 

≪業務の概要≫ 

 配水能力 25,235 ㎥／日、導送配水管 1,542km を有し、年間 6,489 千㎥の配水を行っており、配

水量は前年度（6,491千㎥）に比べ 2千㎥（0.03%）減少している。 

 また、現在給水人口は、35,892人であり、前年度（36,532人）に比べ 640人減少している。 
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（３）病院事業（７事業） 

 

○ 経常収支の黒字事業は、3事業であり、経常利益は前年度に比べ 19百万円、316.7%増加して

いる。 

    赤字事業は、4事業であり、経常損失は 154百万円、61.6%減少している。 

  全事業を合計した経常収支は、71百万円の赤字となっており 1億 73百万円、70.9%増加して

いる。 

○ 累積欠損金は、前年度に比べ 2億 30百万円、4.3%減少し、51億 27百万円となっている。 

○ 不良債務・実質赤字が発生している事業はない。 

○ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき算定することとなった資金不足額が発生

している会計はない。 

 

 

≪業務の概要≫ 

 病院７、病床 489を有し、年間 349千人（入院 98千人、外来 251千人）の患者に対して医療サ

ービスを提供している。 

患者数は、前年度（347千人[入院 103千人、外来 244千人]）に比べ 2千人、0.6%増加している。 
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（４）下水道事業（39事業） 

 

○ 経常収支の黒字事業は、38事業であり、経常利益は前年度に比べ 211百万円、9.0%増加して

いる。 

    赤字事業は、1事業であり、経常損失は前年度に比べ 10百万円、26.3%減少となっている。 

  全事業を合計した経常収支は、25億 34百万円の黒字となっている。 

○ 累積欠損金は、前年度に比べ 3億 14百万円、9.5%減少し、29億 94百万円となっている。 

○ 不良債務・実質赤字は、前年度に比べ 10億 30百万円、57.0%減少し、7億 76百万円となって

いる。 

○ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき算定することとなった資金不足額が発生

している会計はない。 

 

  

≪業務の概要≫ 

 処理能力 160,250㎥／日、管渠 2,697kmを有し、年間 40,266千㎥の下水処理を行っている。 

処理水量は、前年度（39,520千㎥）に比べ,746千㎥、1.9%増加している。 

また、下水道普及率は前年度（91.0%）から 0.5%増加し、91.5%となっている。 
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（５）宅地造成事業（３事業） 

 

○ 経常収支の黒字事業は、2事業であり経常利益は前年度に比べ 10百万円、7.1%減少している。 

  全事業を合計した経常収支は、1億 28百万円の黒字となっている。 

○ 不良債務・実質赤字は、前年度に比べ 1億 12百万円、5.5%減少し、19億 40百万円となって

いる。 

○ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき算定することとなった資金不足額が発生

している会計は、１会計で、額は 79百万円、比率は 15.4％となっている。 

※経営健全化基準である資金不足比率は 20%以下。 

 

 

≪業務の概要≫ 

 土地造成計画の総面積は 1,975千㎡であり、そのうち 1,859千㎡が完成している。 

完成面積は、前年度（1,859千㎡）に比べ変化はない。 

また、売却面積は 17,590 ㎡（前年度比 8,447 ㎡減）となっており、非売却面積を除いた完成面

積 1,376㎡（土地区画整理事業除く）のうち、1,046千㎡（76.0%）が売却済みとなっている。 
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